
第５回防災ボランティア活動検討会 午後の部（２） 

５．防災ボランティア関係の話題提供（２） 

話題提供：①平島徹氏（全国社会福祉協議会） 

話題提供：②阿部陽一郎氏（中央共同募金会）・石井布紀子氏（コラボねっと） 

話題提供：③諏訪五月氏（内閣府防災担当・災害応急対応担当） 

話題提供：④鷹見恭平氏（総務省消防庁防災課） 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 次に２番めのセッションに入りたいと思います。防災ボランティア関係のご報告の件です。まず全社

協と中央共募と、それから内閣府、そちらからの報告ということで、ご準備はよろしいでしょうか。 

 

 

平島（社会福祉法人 全国社会福祉協議会 全国ボランティア活動振興センター） 

 それでは、次第の中の話題提供の（２）の①です。私は全国社会福祉協議会の平島と申します。今日

は渋谷が予定をしておりましたが、所用で参りませんので、代わりに簡単にご報告させていただきたい

と思います。 

 

 皆さまのお手元の資料の中の 54ページに、事務局でお作りいただいた要旨の資料がありますので、こ

れを基にお話をさせていただくのがよろしいかと思います。54 ページで「『被災者中心の災害ボランテ

ィアセンターとするために』災害ボランティアセンターコーディネーター研修プログラム開発委員会報

告書」の要旨となっております。こういった委員会を 17年度に実施いたしまして、災害ボランティアコ

ーディネーターの研修のプログラムの一つの考え方といいますか、そういったことを少しご議論いただ

いた結果をおまとめしたということです。 

 

 実はここにありますのは報告書そのものの要旨ではなく、報告書を報告しましたペーパーの要旨を実

は作っていただいたということなのですが、それがいちばん前後関係が分かるという意味では分かりや

すいペーパーなので、これを少し簡単にご紹介したいと思います。 

 

 まず報告書の概要、趣旨になりますが、この報告書は社会福祉協議会あるいは災害支援にかかわるＮ

ＰＯなどが協働して開発をするところの災害ボランティアセンターにおいて、中核的に企画・運営にか

かわることができるコーディネーターのための研修プログラムというものをぜひ提案をしたいことでと

り進めてきたわけです。今後、都道府県・指定都市などの社会福祉協議会や広域のＮＰＯ支援組織、そ

ういった広域の関係者が災害ボランティアセンターにおいてコーディネーターとしての機能に担うこと

ができる人材のための研修を実施するということに際して、基本となる一つのプログラムパッケージを

考えてみたらどうかということで、そうした研修の担い手を想定しています。 

 

 研修プログラムの開発に当たりましては、これまでそうしたセンターにおいての中核的な役割を担っ

てきた、あるいは災害に関しての経験や見識を有する学識経験者のかたがた、社会福祉協議会関係者、

ＮＰＯのかたがた、災害支援のネットワーク関係者などによってこの委員会を設置して実施してきたと

いうことで、委員長には今日お見えの山崎先生、副委員長には渥美先生をお願いしまして、議論を進め



てきたということです。 

 

 ２回ほど試行研修のようなものも含めて行って、その結果をまとめたということになっています。２

のところは委員会設置の背景になっておりまして４点ほど書いてあります。（１）は多発する災害と定着

した災害ボランティアセンターという形がこの間ありました。ただ、その中から幾つかの課題が明らか

になってきたということを取り上げて、こういった問題意識を持ったということです。 

 

 （２）から（４）までがその認識になりますが、中核的なコーディネーターの養成確保が非常に大事

であるということが、それまでの災害支援の経験の中から出てきていることです。そこの力量によって

相当そこが左右されますが、なかなか経験や力量の蓄積などが不足してくるという状況があるので、そ

れが非常に今後大事だと自覚をしてきたということです。 

 

 （３）は社協とＮＰＯの「協働」をめぐる課題ということで、これはどちらかというと社協向けに少

し整理をしている側面もありますが、なかなか連携が円滑にいかなかった場面もあった。これは社協が

どうしても地域密着であったり、地域の組織、行政関係者との連携といいますか、やり取りがあり、な

かなか組織対応ということに追われるという側面があって、きちっとテーマにかかわる、被災者の状況

に応じて対応していくことについては、ＮＰＯのかたがたから相当サジェスチョンをいただいた。率直

に言うと、そういうこともあって、課題意識を持った。これは非常に連携をしていくことが大事なのだ

という意味で課題意識を持ったということです。 

 

 （４）のところは、加えて被災地に対する広域支援の重要性ということで、今日はずっとご議論があ

りましたが、そういった意味でも広域支援の体制の中でのコーディネートの在り方も大事だということ

です。そういうことを踏まえまして、コーディネート機能、コーディネーターということの在り方が大

事だという認識に至ったということです。 

 

 55 ページの３のところですが、想定している災害ボランティアセンターのタイプということですが、

これは包括的に地域全体を包括とするセンターというのがあって、広域支援の問題等々も含めて、そう

いったところに対応することがあるのではないか。さまざまに関係者が独自に立ち上げられるセンター

という非常に重要なものがありまして、したがって、その二つの包括的なもの、それから、課題型のも

の、それぞれが二つのタイプのものが連携しあうことが大事だということだと思っています。ここでは

包括型のセンターのコーディネートということに着目したと考えているわけです。 

 

 （２）は、したがって「協働」ということが非常に大事であって、この委員会そのものを社協、ＮＰ

Ｏ関係者の協働の体制として行ってきたという経緯があります。研修そのものの企画、運営、それから

講師体制、参加者、全体をそうした社協・ＮＰＯ関係の協働で試行して１年間まいったということです。

そのあとにありますように、今後、都道府県・指定都市域でのコーディネーター研修の企画に当たって

も、ぜひそうしたプロセスを大事にしていくことがこの委員会でのメッセージでもあるということです。 

 

 ４は「研修プログラム案」としての中身ですが、目指すコーディネーター像としては、災害の発生時

に中核となってセンターセンターの立ち上げから調整・運営などに当たる、そういう人材のすそのを広

げることが大事だという趣旨です。そういう意味では、災害支援の目的を理解して、センターならびに

センターの運営をするコーディネーターの役割・機能、それから望まれる知識とか技術というものを理



解しながら、日常の活動と結びつけながら自らの能力を高めていくという、そういう人材像といいます

か、そういったものをぜひ目指すべきではないかということです。 

 

 対象としては、被災地の災害ボランティアセンターにおいて、地元の中核スタッフとして、あるいは

外部からの支援スタッフとして、センターの運営や連絡調整に経験を有するかた。まずは、経験を有す

るかたを対象としながらということと、そうした活動やボランティアセンターを設立した際に中核的に

かかわる可能性が高い今後のかたがた、そういったかたがたにも対象として考えさせていただくという

ことです。ですから、これは地元でのコーディネートということですし、派遣先での支援、派遣をされ

た先のセンターでの支援ということも視野に入るのではないかということです。 

 

 （３）は災害ボランティアセンターおよびコーディネーターに求められる五つのテーマということで、

この１から５が主な研修のプログラムの柱になっています。詳しくは時間もあってご紹介できません。

事前に資料で委員会の報告書そのものを全体を刷ってお配りいただいているところですので、それで後

でごらんいただければと思います。テーマの１は「災害支援活動・災害ボランティアセンターの系譜」

を理解するということです。 

 

 １から５までお目通しいただいて、そうした柱に沿ってプログラミングをしているということです。

実は６番めのテーマというのがありまして、広域支援の在り方というのか六つめのテーマで挙げており

ますが、そういったプログラムを一つの標準にしてはどうかという提案です。 

 

 今後の課題ですが、実はこのテーマそのものが社会福祉協議会関係向けに書いたものの要旨をいただ

いているものですから、これは社協向けということですが、都道府県・指定都市社協、あるいは広域の

ＮＰＯのセクターと読み替えてもいいと思いますが、実施する関連研修にぜひその趣旨を反映していた

だければ幸いです。それから、実際の市町村のセンターにかかわる人にとっては、ぜひこれを一つの在

り方の指針として考えて読んでいただきたい。三つめは、災害時の支援活動、それからセンターとの設

置・運営の際に、内外の関係者との協働をぜひ中心的に考えていくことが大事である。それから、日常

的な防災・減災の取り組みなどを通して、日常的に顔の見える連携・協力関係をいちばん市町村といい

ますか、地元の段階でもそうですし、県の段階でもそうですし、それを作ることが何よりも大事である。

それから、いちばん下は、まさにこれはやや社協向けに書いてありますが、日常的に取り組んでいる小

地域福祉活動等々の中で、また、今、さまざまな安全・安心のための課題が出てきておりますので、そ

ういったものの一環としてこの災害の救援、あるいは日ごろからの防災・減災というものを取り入れな

がら取り組んでいくことが大事であると、そういったことで整理をしております。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ありがとうございました。確認ですが、この研修プログラムはかなり経験を積んだリーダーシップが

執れるようなコーディネーターということで、ハイレベルのものをねらっているという理解でよろしい

ですか。 

 

 

平島（社会福祉法人 全国社会福祉協議会 全国ボランティア活動振興センター） 

 検討していく中ではかなりそういうレンジの幅の広い議論があったものですから、これ自体は、先ほ



どから縷々述べておりますように、中核的なかたをぜひ養成したいという願いに基づいています。ただ、

新しいかたにも来ていただくということも想定しておりますので、両方の幅を持たせているということ

がもう一つの特徴であります。したがって、本編を読んでいただくとお分かりになりますが、あまり具

体的な中身を詰めているということよりは、一つの枠組み、あるいは大事な考え方をそれぞれのプログ

ラムごとにお示しをして、来たかたの経験値によって少しシェアをしていくというか、そういうやり方

の提案になっています。したがって、新しいかたに対しては、かなり情報提供型のものを入れていくこ

とが必要だと思いますし、経験のあるかたにおいてはシェアをしながら作り上げていくという、そうい

う両方をにらんでいるという、そういったことになっているかなと思います。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 どうもありがとうございました。それでは続きまして、中央共募の阿部さんとコラボねっとの石井さ

んからプレゼンテーションをいただくことになっております。よろしくお願いいたします。 

 

 

阿部（中央共同募金会企画広報部副部長・企画課長） 

 中央共同募金会の阿部と申します。災害時の実は共同募金会の役割は大きく二つに分かれまして、一

つは被災者の皆さまへの義援金の募集の呼びかけをしています。もう一つは、３～４年前から制度して

創設しましたが、準備金と呼んでいますが、日ごろから３年間にわたって積み立てをして、その積立金

を要は災害地・被災地のボランティア、あるいは市民の皆さんの活動資金に充てていこうという話にな

っております。 

 

 実際には 47の共同募金会がスクラムを組んで一つの県を応援したという仕組みが、新潟県中越地震の

ときが初めてです。これが初めて制度的にはできたということです。そのときに、実は新潟県プラス 46

県の共同募金会から１億 5000万円の資金が投入されて、例えばそのうちの実は 4000万円がボランティ

ア保険代だったという結果も出ているのですが、一応そういった災害地のボランティア活動の支援をし

ました。 

 

 新潟県中越地震地震が起きた過程で、現地にさまざまな関係者の皆さんにも入っていただいたりして、

少し災害時にできる災害ボランティア活動センターの状況と、あるいはその資金がなかなかうまく使わ

れていないという状況もあって、もう一つの柱として私ども中央共同募金会に災害検証プロジェクトを

置かせていただきました。これが企業、ＮＰＯ、社協の皆さん等々による共同のプロジェクトとしてや

らせていただいて、その一つの検証作業の結果が、今日これから少し皆さまに話題提供をさせていただ

く中身です。 

 

 この検証プロジェクト自体も設置の趣旨を経団連の１％クラブさんにご理解いただきまして、１％ク

ラブさんを通じて各会員企業に呼びかけをしていただいたところ、実はこのプロジェクトに関しての資

金提供がありました。ですから、ある意味では一つの、今日も少し話題になっておりますが、企業との

連携あるいは協働という話での実験的なことをさせていただいたのかなと思っております。 

 

 もう一つ、ご参考までに、今年、共同募金は 60年を迎え、こういった災害時の取り組みも踏まえて、

全国の共同募金会で一応協議した結果、今年から３年間にわたって、実は安心・安全のまちづくり、特



に防災あるいは防犯に視点を置いた住民の皆さんの取り組み、あるいはボランティア、ＮＰＯの皆さん

の取り組みというものを応援していこうというお話になっています。これが一つ、これから３年にわた

っての重点テーマになるということです。 

 

 これは各県でプログラムを作っていきますので、随時、私どものホームページあるいは各共同募金会

のホームページにその要綱等は載っていくと思いますので、ぜひともまたご活用いただければと思いま

す。このプロジェクトの中身については、この事務局はコラボねっとの石井さんにしていただきますの

で、石井さんから詳しいお話をさせていただきたいと思います。 

 

 

石井（有限会社 コラボねっと 代表） 

 事務局を務めております有限会社コラボねっとの石井です。検討委員会には今回初めて参加させてい

ただくことができました。どうぞよろしくお願いします。 

 

 今、阿部さんが言ってくださったことが資料の 58ページの前半三つぐらいのことになります。検証プ

ロジェクトは去年を振り返って、去年１年かけて新潟県中越地震の検証をしました。それから、復興期

の助成金を出したというのが、大きな二つです。できるだけ、社協のネットワークですとか、共募のネ

ットワークですとか、企業のネットワークにアプローチして、今年は動き出そうということかと思いま

す。 

 

 内容について簡単にご説明だけさせていただきます。今、申し上げたように、まず振り返ったという

こと、復興期の助成金にチャレンジしてみたというのが内容です。復興期の助成金ですが、何とか間接

経費を出したいというのでチャレンジをしています。これは単発のプロジェクトだったからできたこと

で、特に現地までの交通費あるいは人件費ほか、間接経費を使ってもいいという資金の仕組みをどうや

って作っていくのかというところにつなげていこうと思っています。 

 

 今度は振り返るほうですが、ボランティアセンターを 15か所、ボランティア団体・ＮＰＯを 15団体、

それから 600人ほどの社協職員が仕事の中で今回新潟県中越に派遣されましたが、その約８割のかたに

対してのアンケート調査を行いました。これに関してはいちばんのポイントのところを資料の 56・57

ページにありますので、このあたりがこの結果からいえることということになります。 

 

 今回のアンケートに回答した 429名ですが、約半数は災害ボランティア経験が全くなし、コーディネ

ートの経験もなかったという人ですので、初心者の目から見ても災害ボランティアセンターというのは

どうだったのかというのが、この報告書の内容になるかなと思います。それでいうと、災害ボランティ

アセンターは必要なものなのだということがはっきりしたということが言えます。とはいえ、まだまだ

うまくいっているわけではないということも指摘できます。 

 

 非常に飛ばしていて申し訳ないのですが、検証プロジェクトとしては三つのことにチャレンジしよう

と提言しています。四つ出していますが、四つめは踏み込めない、情報のところは踏み込めにくいとい

うのが検証プロジェクトとしてのスタンスだったのですが、これはこちらの検討委員会の先ほどの情報

共有の議論の成果にぜひ期待したいと思っています。ただ、三つに関しては検証プロジェクトとしても

踏み込んで取り組みをしていこうと思います。１番はどちらかというと、社協・企業とのネットワーク



を通じて取り組みを広げること、２番の物の循環については、経団連がかなり前向きなので、こことの

ネットワークで何らかの仕組みを作る。３番は中央共募、資金で、人、物、金、情報とあるときに、人

のところは社協のネットワークや企業のネットワークを通じて、物のところは主に経団連のネットワー

クを通じて、資金のところは共募のネットワークを通じて何らかの取り組みをしていこうというのが内

容です。 

 

 具体的なことについては、後のところに書いてあるとおりということになります。あとは協働の取り

組みが必要なときに、いったん組織整理をしようということも行いまして、その一覧に関しては報告書

のほうではかなり大きく出してありますが、今日は図でごらんいただくだけになります。 

 

 本当に簡単でしたが、報告をしました。結果については、皆さんはよくご存じのことで、今更という

当たり前のような結果にはなりましたが、そういったことをご存じのかたがまだまだ少ない中では、説

得材料の一つの資料になるのかなと思っています。ですから、検討会の皆さまの日々の取り組みが非常

に大事なもので、そこから出てきている提言は貴重なのだというところを説得する材料としてこの報告

書を活用していただければ非常にうれしく思います。ご清聴ありがとうございました。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 どうもありがとうございました。お金の話が最初にちらっと出ていたようですが、あまり後半の説明

ではクリアになっていなかったので、恐らくこれは阿部さんにお聞きしたほうがいいと思いますが、ど

ういう検討がなされたのかということについて、お話しいただければと思います。皆さんがたは今まで

お金については相当な議論をしてきたかたがたですので、共募の動向について今お話しできる範囲でけ

っこうですので、お聞かせ下さい。 

 

 

阿部（中央共同募金会企画広報部副部長・企画課長） 

 報告書の中にもだいぶお金の話は、実際の災害地での災害ボランティア活動センター、あるいは災害

時のＮＰＯとしての活動されている皆さんのヒアリング結果で詳細にお金の話は出てきました。特に課

題として挙がっていた何点かを申し上げますと、まず一つは社協系の、たまたま新潟県中越地震のとき

には、これはすべて事務局が社協のボランティアセンターが設置されましたので、結局、共同募金の制

度としては、実は災害時にできたボランティアセンターを通じて、被災地のボランティアグループの皆

さんが活動していれば、その皆さんがその資金の申請をする際には、そのボランティアセンターさんの

一応活動をしていますよという、証明書みたいなものをいただくような仕組みにしているのです。です

から、なぜ頭を下げてセンターに行かないといけないのだというお声もいただいたりもしています。 

 

 それから、どうしてもボランティアセンターの活動費への配分というのか、助成が非常に多かったも

のですから、十分に被災地のＮＰＯの皆さんに対しての資金提供が今回はできなかったということがあ

ります。 

 

 ただし、これは今日もＮＰＯ協会の金子さんがおいでですが、新潟県中越地震に限ってはＮＰＯ協会

がかなり迅速に即応的な資金提供をされていましたので、ある意味では、相互補完で行えたのかなとい

うことがあります。 



 あとは、実際に先ほど石井さんがおっしゃられていた資金の中身の話では、結局、間接経費という問

題が、これはなかなか対象になっていません。もう一つは、食事とか食費というところもなかなか踏み

込めませんでした。実際に川口では一部ご提供しているのですが、そのようにむしろソフトな面をどの

ようにこれから柔軟にやっていくのかが課題です。 

 

 もう一つは、日々資金ニーズというのですか、必要なもの、必要な人材というものは変わっていきま

すので、この即応体制をどのように考えるかという話があります。そのような課題が、一応、今回の検

証の結果で出たのかなと思っています。実際にボランティアセンターのコーディネートをされた皆さん

の調査を読ませていただくと、人件費についての助成についても、意見としてはかなり分かれてきます。

ですから、この辺は十分これからも、そういったいろいろなご意見を踏まえながら、ただし、必要な人

材に対しての支援をどうやっていくかという話も含めて考えていきたいと思っています。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 印象としては非常に柔軟なご検討をいただいているのだなという感想を持ちました。それでは最後に

内閣府から、よろしいですか。 

 

 

諏訪（内閣府） 

 内閣府の災害応急対策担当、参事官補佐をやっています諏訪といいます。よろしくお願いします。今

回「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」についてご紹介させていただきます。ガイドラインを３

省庁で出したわけですが、広く災害対策の関係省庁を招集して、ガイドラインに沿った取り組みを促進

するための各省庁の取り組み状況について情報共有と意見交換を図るべく、今年の６月 22日にガイドラ

インの関連の推進会議を開催しております。これについては、詳しくは来週あたりに内閣府の防災のホ

ームページにアップする予定です。 

 

 私どもが考えておりますのは、一連の検討会を踏まえ、さらに市町村の取り組みを促進するため、福

祉と防災の連携の確保を主要テーマとして検討会を設置して、各検討委員が分担して現地調査に行って、

先進的な事例を体系的に分析して、重要ポイントについて具体的な方策を提示するということで考えて

おります。 

 

 また、個別課題とは別に、福祉と防災の連携を中心とした災害時要援護者の支援対策の時系列的・系

統的な流れを抽出して、全体的なフローチャートの作成を検討しているところです。次年度あたりも、

この災害時要援護者対策は３年とか、そういったスパンではなくて、10年とか、長くかかるものだとい

う認識をしており、そういったことで今後も続けてやっていきたい。今、私どもが考えているのは、東

京・関西あたりでシンポジウムを開催するとか。あとは要援護者の関連のビデオ、アニメでも実写版で

もいいですが、そういったものを製作していこうと、現在、考えているところです。 

 

 ボランティアさんとの関係では、お手元の資料をごらんいただければいいと思いますが、要援護者の

部分です。そちらにボランティアに関する記述がありますが、特に要援護者の避難支援プランを策定す

る関係で、ＮＰＯとかボランティアのかたがたの果たす役割が大きいと考えております。特に地域防災

力の強化ということで、要援護者を孤立させず、いろいろと人と人との心のふれあいを深めるというこ



とで、要援護者自らが地域に溶け込んでいくことができる環境づくりにぜひ努めていただきたい。 

 

 先ほどボランティアのかたがどこへ行けばいいのかという話がありましたが、うちのほうでは災害応

急対策を担当していますが、要援護者避難連絡会議が自治体・地方公共団体に推奨しています。これは

ご存じのかたもいるかと思いますが、従来は本当に各関係機関がばらばらに活動していて、機関どうし

の縦割りが非常に問題になっていました。それを解消するために、各機関、例えば市町村の対策本部に

対して医師会と医療機関とか、ボランティアセンターとか、薬剤師とか、保健師とか、そういったさま

ざまな人々、団体のかたが一堂に会して要援護者支援連絡会議というものを作って、避難所に対してど

ういった施策を講じているか、問題点は何か、そういったことについて皆さんひざを交えて検討してい

ます。そういったものを内閣府から各市町村にガイドラインとして示しているところです。 

 

 各市町村も本当にけっこう忙しい部分もあって、行政がやらなければならないこともありますが、ぜ

ひ皆さんがたにはボランティア自身として何ができるかということを考えていただいて、行政がやって

くれない場合は、自ら行政に働きかけるくらいの気概を持ってやっていただければと思います。また、

災害時要援護者の関連については、私、諏訪のほうにご相談いただければ、いろいろ検討したいと思い

ますのでよろしくお願いします。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 どうもありがとうございました。消防庁さんのほうに続けてプレゼンテーションをお願いできますか。 

 

 

鷹見（総務省消防庁 国民保護・防災部 防災課） 

 今、ご紹介いただきました総務省消防庁で地域防災係を担当しております鷹見と申します。事例集の

内容につきましては、資料１の 64～67ページを見ていただければご理解いただけますので、簡単に話題

提供というか、紹介だけさせていただきたいと思います。 

 

 まず、この事例集を作成した目的ですが、簡単に言いますと災害ボランティア活動の円滑化に資する

こと、および自主防災組織などの勉強会などで活用いただき、地域防災の活性化と地域防災力の向上に

資することになります。この事例集は、全国から集まり、災害ボランティアと被災地のかたとの意思疎

通をいかにスムーズに行うかといった課題の中で解決策の一つとして、災害ボランティアと自主防災組

織の連携にポイントを置いて作成したものとなります。さまざまな災害、さまざまな地域事情の中で画

一的な意思疎通の方法を提供することは非常に難しいものがありますので、事例集という形でこれまで

の災害でうまくいったケースを紹介して、これらの成功事例の中から事例集を目にされた地域のかたの

地域事情に合わせて、それぞれのエッセンスを拾い集めていただいて、いざというときのために対応方

法を検討いただければと考えております。また、平常時からこういったことを地域防災の勉強会などで

ご検討いただき、地域防災力の向上、あるいは自主防災組織の活性化につながるものと考えております。 

 

 この事例集に取り上げられた事例ですが、64ページの（３）になりますが、こちらに書いてあるよう

な７事例 10地区を紹介しております。近年の災害の状況から、震災が１事例、あとは風水害の事例が６

事例ということで、ちょっと偏ってしまっている状況にはあります。 

 



 次に 65ページですが、事例を紹介するだけではなかなか地域のかたには理解して活用していただくこ

とは難しいと思いますので、時系列でそれぞれ自主防災組織がどういった対応をとったかということを

簡単に並べております。 

 

 次に 66・67ページですが、事例集をまとめた形でそれぞれ地域の状況や特徴などをまとめてダイジェ

スト版的に紹介しており、こちらも事例集からの抜粋になっております。本編ではこのあとにさらに個々

の事例について紹介してありますので、またお時間があればそちらに目を通していだいて、勉強会など

で活用いただければいいかと思います。 

 

 こういった事例集を消防庁として昨年度に作成して、ご活用いただきたいというところで紹介したの

ですが、また消防庁としてできることがあって、こういったものが欲しいということがあれば、またこ

ういった意見を聞かせていただいて参考にしたいと思いますので、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 どうもありがとうございました。それでは、一つ飛ばしてしまったプレゼンテーションがありました

ので、人材育成に関するアンケート調査について内閣府からお願いいたします。 

 

 

渡部（内閣府） 

 私どもとしては、人材育成がこのボランティアの検討の中で大変大きなテーマであると一昨年の課題

を受けまして、全国各都道府県の防災担当課、それからＮＰＯ・ボランティアの窓口になっている市民

活動担当課、それから、全国の各県の社会福祉協議会にアンケートをかけました。今まではそれぞれの

単純集計みたいな形で出てきたものはあったのですが、それを名寄せいたしまして、どのような共催関

係があるのか、また実数としては幾つなのかと、そういうものを判明させること、それから実際の目的

を判明させるということを意図して調査をいたしました。 

 

 位置づけとしては、各県庁防災と市民活動、それから社協にやったものの数をそれぞれ出しておりま

す。実際は全国で 168事業と非常に多数ありますが、それぞれについてどういう性質を持っているかと

いうものを明らかにしたものです。私どもとしては、このような調査をまた継続的に行っていきたいと

思いますし、こちらで書かれているのはいわば官設官営のもの、それから社協設社協営のもの、官設社

協営のものというものについては、クロスでとれていますが、例えばＮＰＯが発意してＮＰＯでやって

いるもの、また、ＮＰＯ法人格がない、ボランティアの皆さんがやっていてボランティアがやっている

ものについては把握しきれません。これについては、今後、皆さまから、うちではこんな講座をやって

いると、そのような情報をいただきまして、例えば平成 18年度、日本国内でやっている災害ボランティ

アに関する、防災ボランティアに関する講座について悉皆の情報を例えば私どもで集計して、例えば我々

のホームページ、必要に応じてまた白書で知らしめたいと思います。できれば、このアンケートの中の

課題でもありますとおり、多様な参加が得られないというのが課題であるとか、例えば講師とかプログ

ラムをどうやればいいかが分からないからできないと、そのようなところの解決に資していきたいと思

いますので、皆さまの情報提供をお待ちしておる次第です。 

 

 



丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ありがとうございました。それでは、今、２時 50 分ちょっと前ぐらいですが、30 分ぐらいの時間帯

で今のプレゼンはちょっと長くて申し訳なかったのですが、議論ということにさせていただきたいと思

います。最初のほうの印象が薄れてしまったかもしれませんので、最初の２点の件についてかなり中心

的にご関与いただいた山崎先生からまずコメントをいただきまして、それから皆さんがたのご議論に入

りたいと思っておりますのでよろしくお願いいたします。 

 

 

山崎（神奈川県立保健福祉大学 教授／東京ボランティア・市民活動センター 所長） 

 災害ボランティアセンターとするための災害ボランティアコーディネーターの研修プログラムという

のを、全国社会福祉協議会を中心にして作ったわけです。ＮＰＯのかたが半分以上ご参加になられまし

て、両方のかたがたが全国レベルで一堂に会するということの中で非常に印象に残りましたのは、それ

ぞれが阪神・淡路大震災以来 10年間、それぞれの蓄積をお互いに差し出すような形で議論や研修のプロ

グラムをするという、かなりある意味では、今こういう状態なのだとお互いに確認できるような場面が

幾つかありました。 

 

 組織として対応がなかなかすぐ立ち上がらない社協と皆さまからご非難もあったのですが、組織対応

というふうになってしまっている社協の体質といいますか、そこについても厳しいご批判もあったよう

に思います。それに対して、ＮＰＯは直ちに現地に入って、そして現地で直ちに活動がすぐ施行できる

という、そこの体質の違いが実は両方にあるわけです。ただ、それが災害の発災時期から今度は生活復

興、生活支援に至るまでの時系列で考えますと、エリアを中心にして活動している社協と、それから災

害のときに現地に入ってこられる団体と、その両方の持っているよさと強さというものをどのようにつ

ないでいくのかということが、現地主義で考えますと両方の活動の弱点と長所を連携させていくことは

時間差の中でかなりその強調点が異なってくるという点では、両方の合意があったのではないかと思い

ます。 

 

 そのうえで、災害の地域区分の中で、当該地域の中でどういうふうに協働の体験の場を構成していく

のか、その体験のストックというものを類型化しながら包括型のセンターをどう形成していくのかとい

うところを、先ほどの中央共募のご報告にありましたように、非常にまだ発展途上期といいますか、混

乱期といいますか、初めてそういう会議を行ったという段階ですので、そのプロセスを大事にして、そ

の議論の積み上げが私たちの力を強めていくことになるのではないでしょうか。中核になるボランティ

アコーディネーターを養成すると同時に、災害支援の過程の中でいろいろな段階の参加があるわけです

から、そこでの役割と機能というものを特に外部からの経験を有するかたがたの地域の中でのボランテ

ィアコーディネーターとどのように連携しながら作り上げていくのかというあたりを、この内閣府の検

討会ができたことは大きなプラスになるのではないかなと思いました。その辺のところをいろいろな角

度で積み上げていくことが求められます。 

 

 それから、中央共募の話ですが、なかなか当該地域のお金の使い方、つまり災害時のボランティア資

金の活用について、もう少し活用のしかたがあるのではないかと、多分そういう問題意識が背景におあ

りだったのではないかなと思います。そういうところから、災害研修プロジェクトの立ち上がりをされ

て、そして企業、それからＮＰＯ、社協との協働という関係で、特に経団連の１％クラブを活用されな

がら、その辺の検証をされたということは大きな一つの力、これは一つのモデルになっていって、これ



からこれが都道府県でどのように進んでいくのか。あるいは、それぞれの単体のＮＰＯとどういうふう

にしてそれが続いていくのかというのは、大きな一つの方向性を提示していただけるのではないでしょ

うか。 

 

 それから、安心・安全のまちづくりを、今度の 60周年の重点課題で都道府県単位でおやりになるとい

うことですが、先ほどのコラボねっとの石井さんからのご報告についてですが、これはぜひ、まだ対象

にならなかったいろいろな部分で実は必要なものは何だったのかというふうに洗い出して、そこに対し

てどのようにしていったらいいのかということなどを、今度のアンケート調査からもう一度くみ上げて

組み立ててみることが必要なのではないでしょうか。 

 

 いろいろな形で踏み込みにくい情報だとか、社協や企業や行政との関係性とか、経団連が今度は入り

ましたけれども、その辺の資金とかのネットの作り方、それから人件費の問題など、幾つかの課題を整

理していただける非常にいいチャンスになってきているなと思いました。大変失礼ですが、阿部さんが

おられる間にぜひここは頑張ってやっていただきたいと思います。共募の人が替わると、またこうなる

かどうかも分かりません。 

 

 それから、内閣府の災害時の要援護者のガイドラインの作成ということで、これは私はぜひ頑張らな

ければならない部分ではないかなと思います。前の阪神のときでも亡くなったかたの 75％が要援護者、

高齢者でありましたし、人災に近いものということを私たちは深く認識していると思います。そういう

意味では、この辺の情報共有をされ、ガイドラインを推進するということで、福祉と防災の連携は、今、

大阪市立大学の白沢先生ほか、何人かがそこに手を着けてやっていらっしゃいます。社会福祉士会とか、

いろいろでやっていらっしゃいますが、例えば特別養護老人ホーム、あるいは障害者の施設、それから

地域のケアマネ、訪問看護ステーションがどう動いた、そこの検証などをやっていらっしゃるようです。

災害時の要援護者についてのサポートはフローチャートを作りながら、実際には孤立させないというこ

とが中心ですが、もともとは孤立しやすい条件の中におられて、ソーシャルインクルージョンから外れ

ている状況があることがこの問題点ですから、そのためには避難支援プランという問題と地域の安心・

安全のプログラムがどうつながっていくのかということとの双方向の関係の中で、このあたりをどのよ

うに整理するのかが重要になると思います。 

 

 要援護者の避難連絡会議があちこちで立ち上がってきていますが、問題は実はやってみると縦割りの

問題が非常に大きいのです。この縦割りの問題をどういうふうにして変えていくのか。例えば医師会は

医師会、薬剤師会は薬剤師会、訪問看護は訪問看護、それから施設は施設というふうに情報が非常に入

りません。薬の問題とか訪問看護ステーションの問題とか、ケアマネさんの問題とか、ケアマネさんが

どう動いたかとか、それから、阪神・淡路大震災のときには、今日は黒田さんがいらっしゃるかどうか

知りませんけれども、その辺の蓄積がいっぱいあるので、そこをもう一度掘り起こしながら、支援者の

役割を地域の中でどのように構築するのか。これは阪神・淡路大震災と新潟県中越地震とではだいぶ違

いがあるように思いますので、その辺ももう一度ぜひ頭の中に入れてラインを提示していただければあ

りがたいと思いました。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ありがとうございました。それでは、とりあえず、最初の二つのプレゼンテーションに関係がある社



協、それから共募の関係についての議論をして、そのあと要支援の問題とか、あるいは消防庁からのご

報告などの問題に議論を二つに分けたいと思います。まず前半の件についてのご意見をどうぞお出しく

ださい。 

 

 

干川（大妻女子大学 教授） 

 資料１の 54・55ページで全社協がお作りになられた災害ボランティアコーディネーター研修プログラ

ムの件ですが、これは事前配布されたものを読ませていただきました。その中で私は災害情報の専門家

でありますから、その観点から見ますと、一応インターネット等を使ってどういうふうに情報を共有し

ているかということも書かれていたのですが、最終的には地元のそういうインターネットを使っていろ

いろ情報をやり取りするのに慣れているＮＰＯなり団体なりにお任せするといった、書かれ方をされて

いて、ちょっと私はがっくりしたところがあるのです。ちゃんとコーディネーターとはまた別な情報担

当のコーディネーター役の人がスタッフとして必要だと思うのです。また、そのスタッフのもとで地元

の、あるいはまた外部から来る情報の扱いに慣れた専門的なボランティアと連携して、それでセンター

の情報発信、情報共有、あるいは情報収集をやっていくことが必要だと思うのです。 

 

 情報を扱うというのは、皆さんけっこう簡単に考えられていると思うのですが、要するにここにいら

っしゃるかたは人・物・金については、それをどこから取ってきてどう動かすかということについての

専門家のかたはいっぱいいると思うのですが、情報の専門家というのはあまりここにもいないと思うの

です。災害時の情報というのは、発災してからその時間経過によって必要なものは変わってきますし、

災害の種類によっても全然違うし、また平常時とは全く違ってきますから、そういったことを熟知した

うえでちゃんと情報を扱える人間、いろいろな意味で扱える人間というのはそんなにいません。ですか

ら、コーディネーターの育成であれ、また専門ボランティアの育成であれ、ちゃんとそういう情報の扱

いに慣れた人間をこれから育てていかないと、個々の地域の災害ボランティアセンターでの情報発信も

うまくいかないし、また、それをバックアップする総合調整機能を持った広報の全県的なそういったセ

ンターとの連携もうまくいかない。そういうことで、ぜひこういうコーディネーターの研修プログラム

を開発されるのであれば、情報の専門家もちゃんと入れたうえで、その辺の今のインターネット、日本

国民の３分の２が使っているインターネットですから、それをちゃんと活用できるようなものを考えて

いただければ完璧なものになるのかなと、そんな感想を持ちました。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ありがとうございました。 

 

 

五辻（生活協同組合連合会 首都圏コープ事業連合 運営統括本部（災害対策専門員）） 

 全国社協と中央共募のご報告、特に阿部さんの報告、問題提起に大変力強い期待をいたしたいと思い

ます。57ページの下の提案１、２、３というふうに書いてありますね。ぜひやっていただきたいという

か、一緒にやりたいということで、前回の検討会でも神戸の村井さんや私などがいわゆる海外支援のジ

ャパンプラットフォームの国内災害版という言い方をしました。何人かのかたからそれは国のお金を配

分するというふうに誤解されると指摘をされました。 

 



 先ほどの議論で総合的な調整センターというところが、実際の被災地内のボランティア、それから被

災地域外からのボランティア、行政との関係を含めて、そういう実際に活動するボランティアの総合調

整、特に情報連携を前提にした総合的な効果的な機能的な連携というものを調整していくセンターと一

部重なりながら、別個にいわばお金や物を後方支援していく、その団体のバックアップのネットワーク

といいますか、そのプラットフォームという表現でジャパンプラットフォームをちょっと参考にしなが

ら国内災害用のプラットフォームをどこかで作っておかないと、東海地震、あるいは私どもの首都直下

のためには大変だなというものがあります。 

 

 パワーポイントの絵でいきますと、60ページのいちばんうえの左のこういう資金の効果的な投入を促

す「企業、ＮＰＯ、社協、共募、日赤、助成財団等による協議を重ね、新たな資金環流を構築する」、こ

れを事前に現在からこのための討議と、それから顔の見える関係づくりをやっていきたいと思っていま

す。この中には、実際に全国の生活協同組合であるとか、あるいは労働組合、連合なんかもお金を集め

る、トラックを集める、スコップを集める、ボランティア用の食材を集めるとか、こういう機能を持っ

た、いわばＮＧＯも含めています。静岡の小野田さんたちが来年の２月に２回めのボランティアの広域

連携の訓練を予定しておりますので、できましたら、ある程度の形が見える１回か２回の懇談会をでき

るだけ早めにできればと思って、期待しつつ、私どももぜひこの検討会に協力をしていきたいと思って

おります。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 すみません、今のはプラットフォームを作りたいという件について、検討会の中でもう少し具体的な

動きをすべきだというご意見・提言というふうに受け止めてよろしいですか。 

 

 

五辻（生活協同組合連合会 首都圏コープ事業連合 運営統括本部（災害対策専門員）） 

 検討会の場になるか、あるいは検討会の場から提起をされて、阿部さんのほうから提案されているよ

うな、そういう関連する人たちによる、ここに提案されております協議、懇談というものがどこかで早

く始まるとよいなと思っております。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 分かりました。そこに対して、この検討会からもきちっと参画して、きちっと連携を取るべきだと、

そのようなイメージということでしょうか。そういうことでよろしいですか。最終的に皆さんがたの意

見を集約できるものについては、こういうメッセージを出そうという構想を今日は事務局と持っており

ますので、その一つの課題として、議題の中で整理すべきかどうかというのでちょっと関心を持ったの

で確認しました。 

 

 

洙田（医師／労働衛生コンサルタント） 

 全社協に質問です。コーディネーター研修プログラムの中にボランティアの安全衛生に関する項目が

どうもないようです。それはどうしてでしょうか。あと、将来的にそれを加えるおつもりがあるのかと

お尋ねしたいと思います。 



 

 もう一つ、共同募金さんに対する質問です。ボランティアに関する間接経費も申請される方向ですが、

ボランティアの安全衛生に関する経費もそれに含まれているのかどうか、これをお尋ねしたいと思いま

す。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 二つのご質問ですが、お答えをいただけますでしょうか。 

 

 

平島（社会福祉法人 全国社会福祉協議会 全国ボランティア活動振興センター） 

 この項目については大項目が挙がっていますが、プログラムの中身のご紹介、先ほどの要旨のペーパ

ーですが、その中に災害ボランティアセンターの運営とかコーディネーターの役割というところがあり

まして、コーディネーターの役割の中にリスクマジメントという項目を設けていますので、考え方とし

てはその中に入っているということがお答えです。詳しくは、また本編を見ていただきたいと思います。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ありがとうございます。 

 

 

阿部（中央共同募金会企画広報部副部長・企画課長） 

 どういうものかというのはまた別としても、当然ながら安全衛生は入ってくると思います。考え方と

しては、この検証プロジェクトの結果をまとめる過程で、災害ボランティアセンターの例えば立ち上げ

セットみたいな検討は、企業サイドとの連携というときにも、そういったキットみたいな発想があって、

その中にも一つ入るでしょう。当然ながら、実際の活動の最中に出てきたニーズという話でも出てくる

のかなと思っています。 

 

 

石井（有限会社 コラボねっと 代表） 

 あともう一点ですが、阿倍さんは午前中の議論をお聞きになっていないので、朝に出たリスクマネジ

メントの話に関しても、先ほどの五辻さんのご指導にも絡むのですが、今、ジャパンプラットフォーム

とは違う形のテンポラリーなタイプの広域支援センターの立ち上げに向けた準備段階の体制作りをしよ

うという話があって、その中でいろいろな形のリスクに対するプロのサポーターですとか、いろいろな

社会的資源をこの中に投入しようということは話題として出ています。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 よろしいでしょうか。ほかにご意見をお願いいたします。ないようでしたら、それでは要援護の件、

それ以外の件についてのご意見でもけっこうです。どうぞ、ご発言ください。 

 

 



洙田（医師／労働衛生コンサルタント） 

 介護老人保険施設の施設長をしておりました。ですから、まさに介護の現場にいますが、本業のかた

もご存じですが、介護従事者の労働安全衛生はむちゃくちゃです。福祉ボランティアさんはそれに関し

ても本当に悪いです。ですから、平時のイメージそのものに災害時の要援護者の支援をやれば、恐らく

皆さん、例えば腰痛になって倒れると思います。あと、いろいろな病気ももらうのではないかと思いま

す。相当ひどい状況になります。ですから、ぜひ要援護者の避難支援ガイドラインの中に、恐らく私は

あると思いますが、安全衛生のこともものすごくやってほしい。平時を災害時に適用すること自体、非

常に問題があります。 

 

 あともう一つの論点です。要援護者の大部分は介護保険にかかわってくると思います。介護保険とい

うのは年間６兆円以上ですが、そういう大きなお金の流れがあります。そのうちの 0.1％でもリスクマ

ネジメントに使うということで積み立てていったら、相当のお金がたまるのではないかと思います。そ

のうちの一部をこういったことにも使ったら、お金の問題は相当解決するのではないかと思います。そ

れに関して厚生省は今日はいらっしゃっていないので質問ができませんが、どなたか政府の立場でお答

えできるかたがいらっしゃいましたらお答え願いたいと思います。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 すみません、0.1％というのは正確に言うと何の 0.1％とおっしゃったのですか。 

 

 

洙田（医師／労働衛生コンサルタント） 

 介護保険が大体年間６兆円以上です。６兆円の 0.1％という意味です。この介護保険の 0.1％の額をリ

スクマネジメント費用として積み立てるという発想です。その積み立てた額の一部を災害時の要援護者

避難支援等に使ったらどうかという提案です。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 使い道は被災者のかたに対する支給ということになりますか。 

 

 

洙田（医師／労働衛生コンサルタント） 

 そういうことになりますね。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ご参加のかたで、どなたかお答えいただけるかたはいらっしゃるのでしょうか。いらっしゃらないよ

うなので、政府からまたそういう質問があったということでお話しするしかないと思います。 

 

 

鍵屋（特定非営利活動法人 東京いのちのポータルサイト／板橋区職員） 

 私は東京いのちのポータルサイト理事の鍵屋と申します。先ほどの質問で安全衛生の問題について、



要援護者の検討会にも入っておりましたので、当然厳しいです。問題は、なぜ平常時の仕組みを適用す

るべきだという話になったかといいますと、現場では不公平感、例えばあの人は認定調査官も経ないの

に特養にすっ飛ばして入ったのだとか、そういった問題があると、今まで順番待ちをしていた人とか、

そういう中での不公平感が非常に強い。できるだけ平常時と同じ仕組みを継続することによって、災害、

入った人も安心だし、待っていた人にも納得感があるというか、みんなお互いに苦しんだから、そうい

う中では納得感を得られるようにするためには、平常時の仕組みをそのままやろうというのがまず１点

目のポイントなのです。 

 

 もう一つは、先ほどように現場は大変苦しいです。とにかく今のヘルパーさんの労働条件は大変なも

のがあります。それで、できるだけ広域の応援体制を組むことによって、早めにサポートをして、ロー

テーションで休めるような、そういう工夫もこれからはしていかなければならないという問題意識があ

りました。そういった中で、介護従事者の労働安全衛生はもちろん重要だと認識しておりますけれども、

その点では書き方がもう少しちゃんと書けばよかったかなというところも感じられますが、その辺は検

討をしておりました。ありがとうございます。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 どうもありがとうございました。 

 

 

小野田（特定非営利活動法人 静岡県ボランティア協会 常務理事） 

 検討会の中で、例えば我々は地域で仕事をしているときに、要援護者台帳の問題が必ずテーマに上が

ってくるのですが、個人情報保護法との絡みで社協や災害ボランティアセンターの議論の中で、どこに

どういう人がいるのかということすら見えてこない、見られない。それを行政の関係者と話をしても、

必ず個人情報との問題が出て、非常に粗っぽい言い方をしますと、個人情報保護法によって、その台帳

のことについてはなかなか作れないということで、逃げてしまっている気がします。本来、きちっと乗

り越えなくてはいけない部分も乗り越えないまま、先送りしてやっている現状が現場ではあるのではな

いのかという感じがするのです。 

 ですから、個人情報保護法との絡みもあると思いますが、民生員さんにしても、ボラセンに入る人た

ちにしても、要援護者、援護を必要とする人がどこにいるのかということすら分からないような状況に

なってきてしまっていますので、この点を打開することを真剣に考えていかなくてはいけないだろと思

います。この議論はこの検討会の中ではどのようになされたのか、ちょっとお願いできたらと思います。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 とりあえず、まず内閣府に答えていただいてよろしいですか。 

 

 

諏訪（内閣府） 

 端的に言えば、個人情報を理由に行政がちょっと怠慢ではないかと思います。個人保護法を見ていた

だければ分かりますが、これ自体はどちらかというと民間事業者を縛っているわけでして、実際に要援

護者のリスト策定に当たっては、地方公共団体、市町村の個人情報保護条例に基づいて検討しなければ



ならないのです。個人情報保護条例の中に、例えば本人の利益になれば部外提供とか、あるいは部外に

対して情報を提供していいとか、そういったくだりがあることがけっこう多いので、そういった部分を

適用できます。あるいは、そういった条例の中に第三者提供とか、そういった例外規定がなければ、あ

とは個人情報保護審議会がありますので、それにかけて災害時、発災のときにいざ災害時弱者を救うた

めにはあらかじめどういったところにどういったかたが住んでいるのか、そして、そういったかたを事

前に避難支援プランを作って、どこにどういう形で救出するかというのを考えておかないと命を救うこ

とはできません。ですから、人命にかかわることなので、行政としてはしっかりとやるべきで、個人情

報保護法があるからというのは逃げなのです。本当に真剣にやろうと思えば、どういったやり方でもで

きるわけなので、現にほかの自治体で積極的にこういったことについて真剣に考えてやっているところ

はあります。個人情報保護法が悪いのではなくて、条例をきちんと逐条的に見れば、必ず第三者提供と

か部外提供についての条文がありますので、行政はそういったところを適用していただいてスムーズに

情報の共有を図っていただきたいと思います。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ありがとうございました。 

 

 

小野田（特定非営利活動法人 静岡県ボランティア協会 常務理事） 

 大変心強い内閣府の見解をいただきました。ただ、耳にしただけではなかなか我々地域で仕事をして

いるうえで、行政の人たちと話をするときに、逃げではないかなんてことは言えないわけで、ぜひ今お

話しいただいたような部分をこのメンバーに、ここの部分がそこに該当するという資料提供をご検討い

ただきたいと思います。 

 

 

諏訪（内閣府） 

 ガイドラインに盛り込んでいますので、それを読んでいただければクリアできると思います。 

 

 

小野田（特定非営利活動法人 静岡県ボランティア協会 常務理事） 

 そうですか。分かりました。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 今みたいなお話に皆さんうなずいていらっしゃるかたが多いので、例えば今日、そういう要望を内閣

府に投げる、内閣府は別に書いてあるからやることはないのですが、だけれども要望として皆さんの総

意というふうにまとめてメッセージで出せば、場合によってはマスコミ報道にも取り上げていただける

かもしれませんので、むしろ内閣府は書いてあると言ったけれども、検討会の要望として、もう一回ク

リアにしてくださいということも可能です。 

 

 

小野田（特定非営利活動法人 静岡県ボランティア協会 常務理事） 



 私はぜひ、お願いしたいと思います。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 そういうようなことで、一つ一つ行為として積み上げていくのがいいのではないかと思いますので、

またお諮りしたいと思います。鍵屋さん、補足はよろしいですか。 

 

 

鍵屋（特定非営利活動法人 東京いのちのポータルサイト／板橋区職員） 

 一つだけ申し上げますと、実はこれは市民側も個人情報に関してはかなり役所に言ってくるのです。

市役所としては非常にナーバスにならざるをえない。例えば私の住民情報をこの１年間でだれが何回見

ましたかという問い合わせなんていうのはしょっちゅう来るわけです。そういった面もあって、非常に

ガードは堅かったと思います。それをこの２年間いろいろ議論をしてきて、とりあえず個人情報を有効

活用するという観点からもう少し考え直そうではないかというところまでは来たのだろうと思います。 

 

 あと、災害時は命を助けることが優先ですから、それは個人情報うんぬんの問題ではなくて、災害時

の緊急対応ということでかなり本当は整理できるのですが、それは市町村が怖がっています。その怖が

っている部分を何とか取り除いてあげたいという観点で今は議論をしてきました。おっしゃるとおりだ

ろうと思います。情報がなければ共助も公助もないのだろうと思いますので、その方向で進められるの

ではないかなと思っています。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ありがとうございました。 

 

 

宇田川（神奈川県災害救援ボランティア支援センターサポートチーム） 

 ２点です。一つは、今出た個人情報という問題ですが、多くの市民が非常に誤った理解をしている現

状があると思うのです。それに対して行政側、作った国も含めて、積極的な誤解を解く啓蒙活動をして

いないのではないかという気がしてなりません。極端なケースでいえば、最近、僕の町内会で会合があ

ったのですが、その会合というのは懇親会ですが、そこに集まった名簿さえも主催者側が個人情報保護

ですから名簿は作れませんという言い方をしている。こんなばかばかしい話はないわけでして、その辺

はぜひ行政側の怠慢だろう、怠慢でなかったら意識的にこうやって個人情報というものを誤解させるよ

うな動きがあるということは、逆に困ったことだという感じがします。 

 

 ２点めですが、災害時要援護者の問題で、その対象とされる者の中に障害者という言葉がありますが、

これは当然対象としていいわけですが、その障害者という見方の中に、どうしても知的障害の人がなか

なか視野に入りにくい現状があるのではないかという気がしてなりません。どうしても見やすい障害者

から対策が立てられがちだという気がしているのです。それは先ほど山崎先生もおっしゃったのですが、

ソーシャルインクルージョンという考えの中にどうしても日本社会では知的障害者がはじかれやすいと

いう何かがあるのではないかという気がしてならないのです。そこで皆さんに教えていただきたいので

すが、そういった部分を取り込んでいるいい事例があったら、ぜひ教えていただきたい。 



 資料の 62ページの（３）の２点目に「防災だけでなく、地域における各種活動を通じて人と人とのつ

ながりを深めるとともに、要援護者が自ら地域にとけ込んでいくことができる環境づくり」とあります

が、この辺は文科省とも絡んでくる問題だとも思います。私たちがどう考えたらよいのかといったとき

に、知的障害のかたが町の中で行動しているときに発災すれば、自分からメッセージを出したり、自分

から情報を得たりすることはできないわけです。その点がいちばん難しい問題だろうと思います。その

辺について何かヒントがあったら、ぜひ教えていただきたい。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 分かりました。すぐにということも難しいと思いますので、ＭＬでそういった提案を取るということ

も含めてじっくりやるべきだと思いますが、とりあえず時間的に押しておりますので、今の件について、

もし何か思い当たるところがあれば、休憩のあとに手を挙げていただいて考えてみたいと思います。も

しなければ、ＭＬの世界で整理するということでよろしいでしょうか。 

 

 

岡野谷（特定非営利活動法人 日本ファーストエイドソサェティ 代表） 

 日本ファーストエイドソサェティの岡野谷です。災害時要援護者の避難支援ガイドラインというこの

ガイドラインを拝見して、多くの省庁さんは、ガイドラインは作るのです。非常にいいガイドラインが

できて、例えば 63ページの５－３で、平常時においてもそれぞれの参加を得つつ、研修や実践的な訓練

を実施し、国はその取り組みを支援すること、以上ということなのです。具体的にもう少しブレイクダ

ウンしたものをぜひご提供いただければと思います。 

 

 先ほど山崎先生からも、保健・医療関係者、その他が本当に縦割りである。縦割りであるということ

は十分認識されているのですが、ではどうしたらいいのかということがなかなか出てこない。今、例え

ば内閣府の消防庁という縦割行政でもいろいろなことが起こっていて、医療のほうでは災害医療訓練が

非常に多くやられているわけです。そういったものも取り込んでいけば、例えば練馬区では、医師会、

歯科医師会、接骨医会、看護師会、いろいろなところが合同して医療災害訓練をやっている。そういう

実態がありますが、それが全然全国に広まっていかない。こういったものをピックアップして、具体例

を示してあげることによってかなりの自治体がこれを取り入れていけるのではないかと思うのです。 

 

 例えば集団災害学会というところでは、図上訓練ですが、警察、消防、行政、医療関係者、学校関係

者が集まっての医療災害訓練をやっております。それぞれの担当者が例えば警察官は警察の役をするの

ではなくて、自治体の人間としてそこのグループに参加するのです。そうすると、相手が何を考えてい

るか、自分がやっていることではなくて行政がやっていることはどういうことなのかというのをどんど

ん吸収するし、それを知らなければ図上訓練ができない。そのような訓練も、実際には医療のほうでは

されています。 

 そういったことを縦割りではなく、先ほど防災ボランティアの人材育成に関するアンケート調査で素

晴らしいものができていますが、もう少し枠を広げてアンケートを探していただいて、ぜひそれをこう

いったガイドラインに盛り込んでいただければいいかなと思っております。ご提案です。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 



 ありがとうございました。そのガイドラインの件については、今後は何かありますか。 

 

 

諏訪（内閣府） 

 今のところ、ガイドラインについては、これは国のガイドラインということで、それを受けて各県・

各市町村の地域の実態に合った、もう少しきめの細かいガイドラインを作っていただくということです。

去年作って、今年改正して、また改正するということは、本来なら細かな点も盛り込んでやればいいの

でしょうが、一応、国としてのガイドラインを示したうちで、実際に発災時に行動するのが市町村です

ので、その市町村の地域性とか、土地ごとにやり方が違うと思うので、そういったものを盛り込みなが

ら推進を図っていきたいと考えております。 

 

 今、検討しているのが消防庁さんとこの間、議論したのですが、このガイドラインも続いて各市町村、

自治体でどれだけ進捗しているかどうかアンケートをとる予定にしておりまして、秋以降にはその結果

が出るかと思います。それを踏まえたうえで、消防庁、厚生労働省、３省庁で今後、各都道府県・市町

村等を指導していきたいと考えております。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ありがとうございます。私が言うのも何ですが、政府に細かい話を突っ込むのはなかなか難しい部分

もありますので、むしろそちらでお持ちの情報を、例えばこの検討会から発信して、ガイドラインにそ

れをくっつけろという発信をするというやり方のほうが手っ取り早いかもしれません。何かそういうこ

とで行政をプッシュしていただくような、あるいはサポートしていただくようなやり方もあるかと思い

ます。行政は行政としていろいろな事情もおありかもしれませんが、やる人が動くというやり方で、何

かまたこの場で提案できるかもしれないと感想を持ちました。 

 

 

岡野谷（特定非営利活動法人 日本ファーストエイドソサェティ 代表） 

 ありがとうございます。ですから、ご提案という形で今お話をしましたし、ぜひお持ちのこまを提案

という形でどんどん出していけないかなと思っています。 

 

 

中川（時事通信社 時事防災リスクマネジメント Web 編集長） 

 私が代わって言ってしまうのも何ですが、彼の前の担当者が氏名を消して作った資料はガイドライン

よりも事例集だと言っていました。いろいろな自治体の事例集がありますので、ぜひその事例集を見て

いただきたい。先ほど静岡のかたもおっしゃっておられましたが、超えられない壁をクリアした自治体

の事例がいっぱいありますので、ぜひそこをごらんになってください。 

 

 

丸谷（京都大学経済研究所 先端政策分析研究センター(CAPS) 教授） 

 ありがとうございます。とりあえず議論はここで区切らせていただきます。 

 

 


